
Ｃ差引金額（Ａ－Ｂ）
Ｂ保険金などで補てんされる額（㋑＋㋓）
Ａ医療費の合計（㋐＋㋒）
３.市民税・都民税申告書への転記

「領収書１枚」ごとではなく、「医療を受けた方」・「病院等」ごとにまとめて記入できます。

医療費通知（※）を添付する場合、下記の（１）～（３）を記入してください。
※医療保険者が発行する医療費の額等を通知する書類で、次の６項目が記載されたものをいいます。
（例：健康保険組合等が発行する「医療費のお知らせ」）
①被保険者の氏名　②療養を受けた年月　③療養を受けた者　④療養を受けた病院・診療所・薬局等の名称
⑤被保険者が支払った医療費の額　⑥保険者等の名称

２.医療費（上記１以外）の明細　（医療費通知を添付する場合、記入の省略可）

１.医療費通知に関する事項

令和　　年度　医療費控除の明細書（市民税・都民税申告用）

「差引医療費実支払額」に転記します

「保険金などで補てんされる金額」に転記します

「支払った医療費の金額」に転記します

円

円

円

（１）医療費通知に記載された
医療費の額

（２）（１）のうちその年中に
実際に支払った医療費の額

（３）（２）のうち生命保険や
社会保険などで補てんされる金額

円 円 円㋑㋐

※この控除を受ける方は、セルフメディケーション税制は受けられません。　
医療費控除の適用を受ける場合、この明細書の添付が必要です。医療費の領収書の添付又は提示は不要となります（ただし、
領収書は５年間保管してください）。

氏名住所

㋒ ㋓２の合計

医療を受けた方
の氏名

病院・薬局などの
支払先の名称 医療費の区分 支払った

医療費の額
介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

介護保険サービス
その他の医療費

診察・治療
医薬品購入

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

※保険金などで補てんされる金額は、その給付の目的となった医療費の金額を限定として差し引きますので、引ききれない金額が生じた
場合であっても、他の医療費からは差し引きません。

生命保険や社会保険など
で補てんされる金額(※)
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「支払った医療費の
金額」に転記します

１.申告する方の健康保持増進及び疾病の予防への取組

２.特定一般用医薬品等購入費の明細

令和　 年度　セルフメディケーション税制の明細書（市民税・都民税申告書用）

（１） 取 組 内 容

（２） 発 行 者 名
（保険者、勤務先、市区町村、医療機関名など）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※この控除を受ける方は、通常の医療費控除は受けられません。

※取組に要した費用（人間ドックなど）は、控除対象となりません。

「薬局などの支払先の名称」ごとにまとめて記入してください。

氏名住所

Ⓐ Ⓑ

健康診査

がん検診

予防接種

（ ）

定期健康診断 特定健康診査

合 計

（１）薬局などの支払先の名称 （２）医薬品の名称 （３）支払った金額

「保険金などで補てんさ
れる金額」に転記します

ど

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

差引金額（Ⓐ－Ⓑ） 「差引医療費実支払額」に転記します

申告書の「セルフメディケーション税制を適用する」に
チェックする

３.市民税・都民税申告書への転記

円

※保険金などで補てんされる金額は、その給付の目的となった医療費の金額を限定として差し引きますので、引ききれない金額が生じた
場合であっても、他の医療費からは差し引きません。

(４)(３)のうち生命保険や社会
保険などで補てんされる金額(※)

セルフメディケーション税制とは
　健康の保持増進及び疾病の予防として一定の取組(下記1)を行う方が、自己又は自己と生計を一にする配偶者その他親族に係る一定のスイッチ
OTC医薬品（要指導及び一般用医薬品のうち、医療用から転用された医薬品）を購入した場合、その年中に支払った購入額合計が12,000円を超える
ときは、その超える金額（上限88,000円）について、その年分の医療費控除となります。
※対象医薬品を購入した際の領収書及び一定の取組を行ったことを明らかにする書類の添付又は提示は不要ですが、自宅で5年間保管する必要があ
　ります。
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